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３
月
24
日
、
亀
井
静
香
・
原
口
一
博
両

大
臣
に
よ
る
郵
政
改
革
案
「
郵
政
改
革
に

関
連
す
る
諸
事
項
等
に
つ
い
て
」
が
発
表

さ
れ
た
。
内
容
は
、
郵
便
事
業
の
ユ
ニ
バ

ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス（
全
国
一
律
サ
ー
ビ
ス
）

維
持
の
コ
ス
ト
を
捻
出
す
る
た
め
に
、
政

府
か
ら
親
会
社
へ
の
出
資
比
率
は
３
分
の

１
超
を
維
持
す
る
一
方
で
、
郵
便
貯
金
事

業
の
預
入
限
度
額
を
２
０
０
０
万
円
（
現

行
１
０
０
０
万
円
）、簡
易
保
険
の
加
入
限

度
額
を
２
５
０
０
万
円
（
同
１
３
０
０
万

円
）
に
引
き
上
げ
、
業
容
拡
大
を
図
ろ
う

と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

こ
れ
は
、
郵
便
事
業
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

サ
ー
ビ
ス
の
維
持
と
い
う
社
会
政
策
上
の

要
請
を
、
国
の
財
政
負
担
に
よ
ら
ず
、
郵

便
貯
金
等
の
公
的
金
融
面
で
の
政
策
運
営

に
よ
っ
て
満
た
そ
う
と
す
る
こ
と
に
相
当

す
る
。
こ
の
よ
う
な
政
策
運
営
は
、
目
先

の
財
政
負
担
の
回
避
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
以

上
に
、
金
融
面
で
の
歪
み
や
、
わ
が
国
経

済
全
体
に
与
え
る
副
作
用
が
相
当
に
大
き

く
な
る
こ
と
が
強
く
懸
念
さ
れ
る
。

政
治
に
翻
弄
さ
れ
た

「
郵
政
改
革
」

　

そ
も
そ
も
、郵
便
貯
金
や
簡
易
保
険
は
、

国
民
へ
の
少
額
の
貯
蓄
手
段
の
提
供
を
目

的
に
始
め
ら
れ
た
。
し
か
し
、
郵
貯
・
簡

保
に
、
①
政
府
保
証
が
付
さ
れ
て
い
た
こ

と
や
、
②
旧
資
金
運
用
部
を
中
心
と
す
る

旧
財
投
シ
ス
テ
ム
に
、
原
資
の
提
供
元
と

し
て
組
み
込
ま
れ
て
い
た
こ
と
な
ど
を
背

景
に
、
１
９
９
０
年
代
に
か
け
て
肥
大
化

の
一
途
を
た
ど
っ
た
。
当
初
の
政
策
目
的

の
意
義
は
薄
れ
る
と
と
も
に
、
民
業
圧
迫

状
態
が
顕
著
と
な
っ
た
た
め
、
２
０
０
１

年
度
以
降
実
施
の
、
財
投
の
抜
本
的
な
改

革
と
合
わ
せ
、
郵
政
事
業
改
革
の
必
要
性

が
高
ま
っ
た
。

　

郵
政
事
業
の
改
革
に
は
、
手
段
別
に
、

①
民
営
化
に
よ
っ
て
、
郵
政
各
事
業
を
、

当
初
の
政
策
目
的
の
縛
り
は
外
し
、
民
間

事
業
と
し
て
継
続
、
②
当
初
の
政
策
目
的

を
堅
持
し
、
郵
政
事
業
の
国
営
は
維
持
す

る
一
方
で
、
肥
大
化
し
た
規
模
を
縮
小
、

の
２
通
り
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が
あ
り
得
た
。

　

当
時
の
小
泉
純
一
郎
政
権
は
、
総
選
挙

に
よ
る
世
論
の
信
認
を
得
て
、
①
の
民
営

化
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
っ
た
。
し
か
し
、
小

泉
改
革
に
お
い
て
は
、
郵
政
に
限
ら
ず
、

本
来
、
改
革
の
手
段
で
あ
る
は
ず
の
「
民

営
化
」
が
改
革
の
目
的
に
す
り
か
わ
っ
た

と
い
う
特
徴
が
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
政
府

系
金
融
機
関
や
旧
道
路
公
団
の
改
革
に
も

共
通
し
て
み
ら
れ
た
こ
と
で
は
あ
る
が
、

単
な
る
「
民
営
化
」
の
実
現
の
み
で
達
成

感
を
醸
成
し
、
本
来
、
国
の
責
任
で
検
討

し
て
答
え
を
出
す
べ
き
、
複
数
の
重
要
な

課
題
が
積
み
残
さ
れ
た
。
郵
政
改
革
の
場

合
で
い
え
ば
、
①
国
民
の
要
望
が
強
い
郵

便
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
を
い
か
に

維
持
す
る
の
か
に
つ
い
て
、
明
確
な
答
え

が
出
さ
れ
な
か
っ
た
ほ
か
、
②
規
模
の
問

題
に
も
手
が
付
け
ら
れ
る
こ
と
は
な
か
っ

た
。
こ
う
し
た
不
十
分
な
政
策
対
応
が
、

現
連
立
政
権
で
大
き
な
揺
り
戻
し
が
起
き

る
伏
線
と
な
っ
て
い
る
部
分
も
否
め
な

い
。

　

他
方
、
民
主
党
は
、
前
々
回

の
05
年
の
総
選
挙
の
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
で
、
郵
政
事
業
の
国
営
維

持
お
よ
び
規
模
縮
小
（
郵
貯
の

預
入
限
度
額
は
５
０
０
万
円
に

半
減
）
を
掲
げ
、
前
述
の
②
の

ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
っ
て
い
た
。

こ
れ
は
こ
れ
で
筋
の
通
っ
た
考

え
方
で
あ
る
が
、
昨
年
の
総
選

挙
で
圧
勝
後
、
民
主
党
の
ス
タ

ン
ス
は
豹
変
し
た
。

　

で
は
、
家
計
貯
蓄
と
地
域
金

民から官へ（左は亀井金融・郵政担当相、
右は原口総務相）

（注１）「国内銀行」は銀行勘定のみ。「中小企業金融機関」には、
①信金中央金庫および信用金庫、②全国信用協同組合連
合会および信用組合、③労働金庫連合会および労働金庫、
④商工組合中央金庫を含む。「農林水産金融機関」には、
農林中央金庫、信用農業協同組合連合会、農業協同組
合、信用漁業協同組合連合会、漁業協同組合を含む

（注２）2009年3月末現在
（出所）日本銀行「資金循環統計」、ゆうちょ銀行「2009 ゆうちょ銀行

ディスクロージャー誌」を基に日本総合研究所作成

流動性預金・定期性預金合計の各業態別シェア

国内銀行
51.2％

中小企業金融機関等
（ゆうちょ銀行を除く）
17.0%

ゆうちょ銀行
15.8%

農林水産金融機関
15.8%

在日外銀　0.2% 河か
わ
む
ら村　

小さ

ゆ

り

百
合

（
日
本
総
合
研
究
所
主
任
研
究
員
）

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
肥
大
化
で
、
金
融
や
経
済
成
長
の
基
盤
が
損
な
わ
れ
る
リ

ス
ク
が
高
ま
っ
て
い
る
。

財
政
規
律
損
な
う
国
債「
消
化
機
関
」化

 「
国
民
貯
蓄
」の
毀
損
リ
ス
ク
も

「
官
営
郵
政
」の
本
質
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融
は
今
、
ど
の
よ
う
な
状
況
に
置
か
れ
て

い
る
の
か
。

　

わ
が
国
の
場
合
、
個
人
・
法
人
預
金
全

体
に
占
め
る
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
シ
ェ
ア

は
、実
に
約
16
％
に
達
す
る
（
図
）。
こ
れ

は
同
行
以
外
の
中
小
企
業
金
融
機
関
全
体

や
、
農
林
水
産
金
融
機
関
全
体
に
匹
敵
す

る
規
模
で
あ
る
。
個
人
預
金
に
限
っ
て
み

れ
ば
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
占
め
る
シ
ェ
ア

は
、
全
国
平
均
で
31
％
強
で
あ
る
が
、
地

域
別
に
は
バ
ラ
ツ
キ
が
み
ら
れ
る
（
表
）。

　

こ
れ
に
対
し
、
各
地
域
別
の
銀
行
（
ゆ

う
ち
ょ
銀
行
を
除
く
）
の
預
貸
率
は
、
全

国
平
均
で
約
75
％
で
あ
る
が
、
個
人
預
金

に
対
す
る
貸
出
率
は
同
約
１
１
４
％
と
１

０
０
％
を
上
回
る
。
な
お
、
預
貸
率
の
状

況
に
も
地
域
差
が
存
在
す
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
に
お
い
て
、今
後
、

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
の
預
入
限
度
額
が
引
き
上

げ
ら
れ
た
場
合
、
家
計
貯
蓄
の
ゆ
う
ち
ょ

シ
フ
ト
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
各

銀
行
に
と
っ
て
当
然
な
が
ら
、
資
金
調
達

手
段
は
個
人
預
金
だ
け
で
は
な
く
、
法
人

預
金
や
市
場
調
達
も
存
在
す
る
。
ま
た
、

多
く
の
銀
行
は
複
数
の
都
道
府
県
に
ま
た

が
り
営
業
店
を
有
し
、
各
行
全
体
と
し
て

預
貸
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
て
い
る
た

め
、
一
概
に
は
い
え
な
い
が
、
預
貸
率
の

相
対
的
に
高
い
地
域
で
、
預
金
の
大
規
模

な
ゆ
う
ち
ょ
シ
フ
ト
が
発
生
し
た
場
合
、

当
該
地
域
に
お
け
る
中
小
企
業
向
け
や
地

方
自
治
体
向
け
の
与
信
に
、
収
縮
圧
力
が

か
か
る
こ
と
も
あ
り
得
る
。
場
合
に
よ
っ

て
は
、
地
域
金
融
機
関
の
経
営
に
影
響
が

及
ぶ
可
能
性
も
否
定
で
き
な
い
。

資
源
再
配
分
機
能
が
低
下

　　

こ
の
よ
う
に
、
現
在
検
討
さ
れ
て
い
る

郵
政
改
革
案
は
、
こ
れ
ま
で
の
改
革
の
流

れ
に
逆
行
し
て
、事
業
の
肥
大
化
を
図
り
、

資
金
の
流
れ
を
「
民
か
ら
官
へ
」
と
転
換

さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
う
し

た
動
き
は
、
前
述
の
地
域
金
融
秩
序
へ
の

影
響
に
加
え
、
以
下
の
よ
う
な
深
刻
な
問

題
や
影
響
も
も
た
ら
す
。

　

ま
ず
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
は
、
自
己
資
本

の
基
本
的
項
目
に
対
す
る
金
利
リ
ス
ク
量

を
示
す
ア
ウ
ト
ラ
イ
ヤ
ー
比
率
が
09
年
３

月
末
で
約
22
％
と
高
く
、
す
で
に
相
当
に

大
き
な
金
利
リ
ス
ク
を
抱
え
て
い
る
。
こ

れ
は
運
用
の
８
割
が
国
債
に
集
中
し
て
い

る
か
ら
だ
。
今
後
、
国
債
の
運
用
を
拡
大

す
れ
ば
、
財
政
規
律
が
損
な
わ
れ
か
ね
な

い
。
ま
た
そ
れ
は
、
国
債
市
況
に
変
化
が

生
じ
た
場
合
、
国
民
の
貯
蓄
が
毀
損
さ
れ

か
ね
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。
米
国
の
フ

ァ
ニ
ー
メ
イ
等
の
Ｇ
Ｓ
Ｅ
（
政
府
支
援
企

業
）
が
た
ど
っ
た
末
路
を
想
起
す
る
ま
で

も
な
く
、
金
融
シ
ス
テ
ム
全
体
の
、
大
き

な
不
安
定
要
因
と
も
な
ろ
う
。

　

加
え
て
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
に
関
し
て
は

現
在
、
住
宅
ロ
ー
ン
、
中
小
企
業
向
け
融

資
か
ら
、
一
段
の
積
極
運
用
策
ま
で
、
新

規
業
務
へ
の
参
入
を
容
易
に
す
る
方
向
で

の
検
討
が
行
わ
れ
て
い
る
模
様
で
あ
る
。

こ
れ
は
ま
さ
に
、
民
間
金
融
機
関
に
と
っ

て
の
収
益
獲
得
機
会
の
喪
失
と
い
う
意
味

で
の
「
民
業
圧
迫
」
に
つ
な
が
ろ
う
。

　

し
か
も
問
題
は
、
そ
の
レ
ベ
ル
に
と
ど

ま
ら
な
い
。民
間
金
融
機
関
と
は
異
な
り
、

国
を
バ
ッ
ク
と
す
る
経
済
主
体
で
あ
る
ゆ

う
ち
ょ
銀
行
が
、
審
査
業
務
の
ノ
ウ
ハ
ウ

の
蓄
積
も
な
し
に
、
そ
う
し
た
新
規
業
務

に
参
入
す
れ
ば
、
ど
の
よ
う
な
事
態
が
発

生
す
る
か
。
わ
が
国
の
旧
財
投
シ
ス
テ
ム

や
新
銀
行
東
京
の
経
験
か
ら
も
明
ら
か
な

よ
う
に
、
ど
う
し
て
も
リ
ス
ク
判
断
が
甘

く
な
る
。
与
信
判
断
に
政
治
的
な
意
向
が

作
用
す
る
こ
と
も
あ
ろ
う
。
ド
イ
ツ
に
お

け
る
州
立
銀
行・貯
蓄
銀
行
シ
ス
テ
ム
は
、

わ
が
国
の
郵
貯
に
事
実
上
相
当
す
る
も
の

で
あ
っ
た
が
、
同
様
の
経
験
が
あ
る
。

　

そ
の
結
果
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
は
、
さ
ら

に
多
様
・
大
規
模
な
リ
ス
ク
を
抱
え
、
最

終
的
に
は
、
国
民
の
貯
蓄
が
毀
損
さ
れ
か

ね
な
い
。
同
時
に
、
業
況
悪
化
先
に
対
す

る
い
わ
ゆ
る
「
追
い
貸
し
」
を
増
加
さ
せ

る
こ
と
に
な
れ
ば
、
当
面
は
よ
く
て
も
、

中
・
長
期
的
に
は
、
わ
が
国
全
体
と
し
て

の
金
融
仲
介
機
能
や
、
金
融
仲
介
を
通
じ

て
の
資
源
再
配
分
機
能
が
低
下
す
る
。
こ

う
な
れ
ば
、
い
か
に
成
長
戦
略
を
講
じ
て

も
、わ
が
国
の
経
済
構
造
の
転
換
は
遅
れ
、

成
長
率
は
伸
び
悩
む
、
と
い
う
深
刻
な
影

響
が
及
ぶ
こ
と
に
な
ろ
う
。

地域別の国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）の預貸率と、
ゆうちょ銀行の貯金が個人預金に占めるシェアの状況�（%）
地域

預貸率
（参考）個人預
金に対する
貸出率

ゆうちょ銀行の
貯金が個人預金
に占めるシェア都道府県

北海道 70.1 95.4 41.6
東北 62.6 83.0 34.7
関東 86.9 148.3 26.4
うち東京都 105.4 233.9 19.8
北陸 62.2 85.3 36.0
中部 58.3 83.1 36.4
うち静岡県 76.7 105.3 36.4
近畿 63.2 91.2 30.9
うち大阪府 71.2 110.3 26.4
中国 65.4 89.3 38.3
うち広島県 75.1 106.6 38.1
四国 65.9 87.5 32.0
うち愛媛県 83.2 115.2 31.4
九州・沖縄 72.6 100.4 36.6
うち福岡県 80.2 111.8 33.3
宮崎県 71.4 103.4 41.8
沖縄県 80.7 119.8 24.2

全国平均 74.8 114.3 31.5
（注１）例示した都道府県はいずれも、個人預金に対する貸出率が100％超

のもの
（注２）2009年3月末現在
（出所）日本銀行「都道府県別預金、現金、貸出金」、ゆうちょ銀行「2009 

ゆうちょ銀行ディスクロージャー誌」を基に日本総合研究所作成


